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深刻な物価高騰から障害者・家族、低所得者の
暮らしを守る支援策の拡充を求める請願書

障全協
2023年度
請願署名

請願団体　障害者の生活と権利を守る全国連絡協議会
東京都新宿区大久保1-1-2  富士一ビル4F
TEL03-3207-5937 FAX03-3207-5938

請 願 人　住所
　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
紹介議員

　深刻な物価高騰は、障害者･家族､低所得者の生活を直撃しています。これまで電気・ガス・
食品をはじめ、生活する上でなくてはならない品目の値上げが相次ぎ､２０２２年度は、７０
００品目以上が値上げされ､今後「再値上げ」を含む新たな品目の値上げも予定されています。
値上げに伴う国民の負担増に対する政府の対応が大きく問われています。
　こうした事態は、新型コロナウイルス、ロシアによるウクライナ侵略だけではなく、異常な
円安など、政府の誤った金融政策が招いたことはいうまでもありません。また、非正規労働者
の増加・達成できない賃上げ、年金額の引き下げ、医療・介護保険の利用者負担増など、この
間の労働法制・社会保障制度等の改悪がさらに事態を深刻化させています。
　障害者・家族、低所得者の暮らしを守る対策を講じることは一刻の猶予も許されません。一
時的で不十分な給付金支給などの低所得者対策だけではなく、以下の項目を早急に具体化され
ることを求めて請願致します。

１．物価高騰に伴う障害者・家族、低所得者の影響を調査し、必要な対
策を講じてください。

２．消費税を緊急に５％に引き下げるとともに、所得税の障害者控除の
金額を大幅に引き上げてください。

３．物価高騰に見合った年金・手当額を引き上げるとともに、保険料・
利用料等の負担を大幅に軽減してください。

衆議院議長 殿
参議院議長 殿

この署名は、国会に提出する以外に使用しません。
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一般社団法人  全国心臓病の子どもを守る会取組み
団体

〒169-0072 東京都新宿区大久保1-1-2 富士一ビル4F　TEL.03-3207-5937 ／ FAX.03-3207-5938

（障害者の生活と権利を守る全国連絡協議会）障全協
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私たちは暮らしを守る
支援策の拡充を求めています

物価高騰はいつまで続くのか！

◆給付切り下げ・負担増の社会保障
「改革」断行の中で、障害者・高齢
者等の低所得者の生活に直撃！
  物価高騰は、障害者や高齢者などの低
所得者の生活を直撃しています。なにより
も、この間の社会保障「改革」による年
金額カット等の給付切り下げとともに、昨
年１０月からの後期高齢者医療への２割負
担導入など、年金・医療・介護等におけ
る保険料・利用料の引き上げがこれまで
以上の深刻な事態に拍車をかけています。

◆暮らしを守る支援策の拡充を！
　消費税引き下げ・社会保障保険料・
　利用料の減額等を早急に！
　物価高騰から暮らしを守るためには、一
時的で不十分な給付金支給などの小手先
の対策ではなく、消費税引き下げや所得税
の障害者控除の引き上げ、年
金・手当の増額、各種保険制
度の保険料・利用料の引き
下げなどが一刻の猶予も許さ
れない課題となっています。

◆署名運動にご支援・ご協力を！
　物価高騰による各種値上げがさらに広がろうとしている
時、私たちは、『深刻な物価高騰から障害者・家族、低所
得者の暮らしを守る支援策の拡充を求める国会請願』署名
運動を全国で進めています。一人でも多くの方々のご支援・
ご協力を呼びかけます。

◆食品等の値上げ３万品目突破！？  さらなる値上げ・再値上げが･･･
　２０２１年から始まった原油高や原材料高に加えて、ロシアによるウクライナ侵略や円安
などに伴う異常な物価高騰によって、食品などの生活必需品から電気代、銀行振込手数
料、交通運賃まで、私たちの身の回りで値上げや再値上げが相次ぎ、食品にいたっては
２０２３年には３万品目に達するともいわれています。物価が「上がった」と回答した人の
割合は９４．５％（２０２３年３月、日本銀行調査）に上り、多くの国民が生活苦、生活し
ずらさを訴えています。


